












前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）  

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。  

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米…………………………………………アメリカ、カナダ 

(2）ヨーロッパ…………………………………オランダ、ドイツ、イギリス、フランス 

(3）アジア………………………………………中国、台湾、韓国、フィリピン、シンガポール、インド 

(4）その他の地域………………………………アルゼンチン、ブラジル 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米…………………………………………アメリカ、カナダ 

(2）ヨーロッパ…………………………………オランダ、ドイツ、イギリス、フランス 

(3）アジア………………………………………中国、台湾、韓国、フィリピン、シンガポール、インド 

(4）その他の地域………………………………アルゼンチン、ブラジル、メキシコ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。  

【海外売上高】

  北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  27,652  14,209  34,517  1,789  78,168

Ⅱ 連結売上高（百万円）          120,846

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 22.9  11.8  28.6  1.5  64.7

  北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  27,513  15,945  37,809  1,972  83,240

Ⅱ 連結売上高（百万円）          119,079

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 23.1  13.4  31.8  1.7  69.9
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前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適

用しております。 

  
   関連当事者との取引 

    連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引   

  連結財務諸表提出会社の関連会社等 

 （注）１．資金の貸付については、市場金利を勘定して合理的に決定しており、返済条件は期間１年としております。

なお、担保は徴求しておりません。 

２．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

  

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

【関連当事者情報】

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金
又は 

出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合

関係内容

取引の内容 取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

（百万円）役員の
兼任等 

事業上の
関係 

関連会社 
ギガフォ

トン㈱ 

 栃木県 

 小山市 

百万円 

 5,000

光応用製品

事業  

（所有）  
直接  

％  50.0

兼任4名 
（うち当社

従業員1名） 

資金の貸付 
役員の兼任 

特許権など

の使用許諾 

資金の貸付

（注１）  
 2,350

短期貸

付金 
2,350
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

      前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

       該当事項はありません。 

  

      当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

       該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,083円63銭

１株当たり当期純利益金額 25円76銭

１株当たり純資産額 円 銭1,162 26

１株当たり当期純利益金額 円 銭52 95

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益（百万円）  3,481  7,071

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  3,481  7,071

期中平均株式数（株）  135,188,471  133,548,343

（重要な後発事象）
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 該当事項はありません。 

  

 （注）１．平均利率については、当期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  

当連結会計年度における四半期情報 

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  7,180  4,822  1.7 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  54  2,887  1.7 － 

１年以内に返済予定のリース債務  －  －  － －  

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  3,888  1,413  4.2 平成23年～28年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  －  － －  

その他有利子負債  －  －  － －  

合計  11,122  9,123  － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金  943  4  －  －

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期 

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期 

自平成21年10月１日 

至平成21年12月31日 

第４四半期 

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円）   25,405   30,196   29,404   34,073

税金等調整前四半期 

純利益金額（百万円） 
  1,970   1,354   2,800   2,787

四半期純利益金額 

（百万円）  
  1,770   1,265   1,524   2,510

１株当たり四半期純利益

金額（円） 
  13.25   9.48  11.41  18.80
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,977 13,130

受取手形 ※2  1,392 ※2  1,810

売掛金 ※2  14,787 ※2  16,149

有価証券 6,404 6,617

商品及び製品 3,880 2,261

仕掛品 3,868 3,396

原材料及び貯蔵品 1,491 1,129

前渡金 － 593

前払費用 538 270

繰延税金資産 1,700 1,516

関係会社短期貸付金 5,296 1,350

特定金銭信託 2,018 2,126

未収入金 2,243 640

その他 166 59

貸倒引当金 △15 △13

流動資産合計 51,752 51,037

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  21,433 ※1  21,485

減価償却累計額 △9,612 △10,555

建物（純額） 11,820 10,929

構築物 1,028 1,035

減価償却累計額 △624 △670

構築物（純額） 404 364

機械及び装置 ※1  12,487 ※1  12,399

減価償却累計額 △9,262 △9,919

機械及び装置（純額） 3,224 2,480

車両運搬具 49 49

減価償却累計額 △36 △41

車両運搬具（純額） 12 7

工具、器具及び備品 ※1  6,808 ※1  7,317

減価償却累計額 △5,326 △5,955

工具、器具及び備品（純額） 1,482 1,362

土地 4,858 4,858

建設仮勘定 460 91

有形固定資産合計 22,263 20,093

無形固定資産   

特許権 100 26

借地権 39 39

ソフトウエア 873 494

ソフトウエア仮勘定 62 －

その他 18 17

無形固定資産合計 1,093 578
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 33,112 41,626

関係会社株式 17,973 19,754

その他の関係会社有価証券 479 392

関係会社出資金 5,236 5,236

関係会社長期貸付金 1,065 3,831

長期前払費用 97 37

前払年金費用 489 54

差入保証金 597 597

会員権 396 366

その他 ※3  54 ※3  49

貸倒引当金 △139 △108

投資その他の資産合計 59,363 71,838

固定資産合計 82,720 92,510

資産合計 134,473 143,548

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※2  4,299 ※2  5,793

関係会社短期借入金 2,946 2,791

1年内返済予定の長期借入金 － 2,840

未払金 1,683 824

未払費用 288 240

未払法人税等 － 174

前受金 335 782

預り金 91 89

賞与引当金 1,297 1,137

製品保証引当金 614 547

受注損失引当金 54 43

その他 26 1

流動負債合計 11,637 15,266

固定負債   

長期借入金 2,840 －

繰延税金負債 4,208 7,940

退職給付引当金 273 347

長期未払金 1,264 1,236

その他 18 18

固定負債合計 8,604 9,544

負債合計 20,242 24,810
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 19,556 19,556

資本剰余金   

資本準備金 28,248 28,248

資本剰余金合計 28,248 28,248

利益剰余金   

利益準備金 2,638 2,638

その他利益剰余金   

配当積立金 30 30

別途積立金 22,350 22,350

繰越利益剰余金 42,684 41,394

利益剰余金合計 67,702 66,412

自己株式 △9,201 △9,209

株主資本合計 106,305 105,007

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 7,925 13,729

評価・換算差額等合計 7,925 13,729

純資産合計 114,230 118,737

負債純資産合計 134,473 143,548
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 ※1  48,137 ※1  41,004

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 3,455 3,880

当期製品製造原価 32,100 24,905

当期商品仕入高 3,381 5,517

合計 38,936 34,302

商品及び製品期末たな卸高 3,880 2,261

他勘定振替高 ※2  557 ※2  568

受注損失引当金繰入額又は戻入額（△） 54 △11

原材料評価損又は戻入額（△） 34 △2

商品及び製品売上原価 ※3  34,587 ※3  31,459

売上総利益 13,550 9,545

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 2,242 2,141

賞与引当金繰入額 256 230

退職給付費用 295 375

支払手数料 913 783

租税公課 258 256

減価償却費 429 376

賃借料 472 466

研究開発費 ※4  3,321 ※4  2,670

貸倒引当金繰入額 0 0

その他 2,858 2,457

販売費及び一般管理費合計 11,048 9,759

営業利益又は営業損失（△） 2,501 △214

営業外収益   

受取利息 268 107

有価証券利息 171 130

受取配当金 ※1  1,437 ※1  1,084

売買目的有価証券運用益 － 690

投資有価証券売却益 1,884 9

特定金銭信託運用益 － 106

その他 209 271

営業外収益合計 3,971 2,400

営業外費用   

支払利息 106 83

売買目的有価証券運用損 556 －

為替差損 633 264

投資有価証券売却損 3 －

投資事業組合運用損 202 224

特定金銭信託運用損 281 －

その他 54 117

営業外費用合計 1,839 690

経常利益 4,633 1,495
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※5  0 ※5  2

投資有価証券売却益 － 165

抱合せ株式消滅差益 － 77

特別利益合計 0 245

特別損失   

固定資産除却損 ※6  54 ※6  47

固定資産売却損 ※7  0 ※7  6

減損損失 21 －

投資有価証券評価損 3,556 －

たな卸資産評価損 135 －

関係会社整理損 128 －

特別損失合計 3,897 53

税引前当期純利益 736 1,687

法人税、住民税及び事業税 16 294

過年度法人税等取崩額 △377 －

法人税等調整額 566 12

法人税等合計 205 306

当期純利益 531 1,381
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 （注） 原価計算の方法は、主として総合原価計算を採用しており、光学装置関連製品の一部は個別原価計算によって

おります。 

  

（脚注） 

  

【製造原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    13,146    41.2  8,368    34.7

Ⅱ 労務費 ※１  11,409    35.7  9,467    39.2

Ⅲ 経費 ※２  7,367    23.1  6,284    26.1

当期総製造費用      31,922  100.0    24,120  100.0

期首仕掛品たな卸高      4,329      3,868   

合計      36,252      27,989   

期末仕掛品たな卸高      3,868      3,396   

他勘定振替高 ※３    283     △312   

当期製品製造原価      32,100      24,905   

                

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１．労務費のうち主なものは、給与賃金5,468百万円、

諸手当2,653百万円であります。 

※１．労務費のうち主なものは、給与賃金 百万円、

諸手当 百万円であります。 

5,477

2,092

※２．経費のうち主なものは、外注加工費1,374百万円、

減価償却費2,814百万円であります。 

※２．経費のうち主なものは、外注加工費 百万円、減

価償却費 百万円であります。 

922

2,447

※３．他勘定振替高の主なものは、建設仮勘定への振替

271百万円であります。 

※３．他勘定振替高の主なものは、建設仮勘定からの振替

百万円であります。 303
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 19,556 19,556

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,556 19,556

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 28,248 28,248

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 28,248 28,248

資本剰余金合計   

前期末残高 28,248 28,248

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 28,248 28,248

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 2,638 2,638

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,638 2,638

その他利益剰余金   

配当積立金   

前期末残高 30 30

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 30 30

別途積立金   

前期末残高 21,150 22,350

当期変動額   

別途積立金の積立 1,200 －

当期変動額合計 1,200 －

当期末残高 22,350 22,350

繰越利益剰余金   

前期末残高 46,632 42,684

当期変動額   

別途積立金の積立 △1,200 －

剰余金の配当 △3,279 △2,671

当期純利益 531 1,381

当期変動額合計 △3,948 △1,289

当期末残高 42,684 41,394
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 70,450 67,702

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △3,279 △2,671

当期純利益 531 1,381

当期変動額合計 △2,748 △1,289

当期末残高 67,702 66,412

自己株式   

前期末残高 △5,127 △9,201

当期変動額   

自己株式の取得 △4,073 △7

当期変動額合計 △4,073 △7

当期末残高 △9,201 △9,209

株主資本合計   

前期末残高 113,127 106,305

当期変動額   

剰余金の配当 △3,279 △2,671

当期純利益 531 1,381

自己株式の取得 △4,073 △7

当期変動額合計 △6,822 △1,297

当期末残高 106,305 105,007

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 17,157 7,925

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,231 5,803

当期変動額合計 △9,231 5,803

当期末残高 7,925 13,729

評価・換算差額等合計   

前期末残高 17,157 7,925

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,231 5,803

当期変動額合計 △9,231 5,803

当期末残高 7,925 13,729

純資産合計   

前期末残高 130,285 114,230

当期変動額   

剰余金の配当 △3,279 △2,671

当期純利益 531 1,381

自己株式の取得 △4,073 △7

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △9,231 5,803

当期変動額合計 △16,054 4,506

当期末残高 114,230 118,737
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定） 

(1）売買目的有価証券 

同左 

  (2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等（株式につい

ては決算日前１ヶ月の市場価格の

平均）に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  (4）投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証券とみな

されるもの) 

組合契約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算書類を

基礎とし、持分相当額を取り込む方

法によっております。 

(4）投資事業有限責任組合及びそれに類

する組合への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証券とみな

されるもの) 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1）デリバティブ 

時価法 

(1）デリバティブ 

同左 

  (2）運用目的の金銭の信託 

時価法 

(2）運用目的の金銭の信託 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品及び製品・仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法） 

商品及び製品・仕掛品 

同左 

  原材料 

移動平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 

原材料 

同左 

  (会計方針の変更）  

通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として総平均法によ

る原価法によっておりましたが、当事業

年度より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日公表分）が適用されたことに伴

い、主として総平均法による原価法（貸

借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定し

ております。 

これにより、当事業年度の営業利益及び

経常利益が503百万円、税引前当期純利

益が639百万円減少しております。 

────── 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  建物         ８～50年 

構築物        ７～40年 

機械及び装置     ３～７年 

車両運搬具      ４～６年 

工具、器具及び備品  ２～15年 

  

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込み利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  (3）リース資産 

当事業年度における該当資産はあり

ません。 

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前の取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用してお

ります。  

(3）リース資産 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

当事業年度末については、厚生年金

基金制度における年金資産見込額が

退職給付債務見込額に未認識数理計

算上の差異及び未認識過去勤務債務

を加減した額を超過しているため、

超過額を前払年金費用に計上してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  ────── 

  

  

  

  

(会計方針の変更) 

当事業年度より、「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）」（企業

会計基準第19号 平成20年７月31日）を

適用しております。 

なお、これによる退職給付債務の変動が

無いため、営業損失、経常利益及び税引

前当期純利益に与える影響はありませ

ん。  

  (4) 製品保証引当金 

当社が納入した製品のアフターサー

ビスに対する費用及び無償修理費用

の将来の支出に備えるため、今後発

生すると見込まれる金額を引当計上

しております。 

(4) 製品保証引当金 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  (5) 受注損失引当金 

受注契約に係る将来の損失に備える

ため、当事業年度末において将来の

損失が見込まれ、かつ、当該損失額

を合理的に見積ることが可能なもの

について、翌事業年度以降の損失見

込額を引当計上しております。 

(5) 受注損失引当金 

同左 

６．ヘッジ会計の方法  (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建予定取引、外貨 

建有価証券 

(3) ヘッジ方針 

当社の内部規程である「市場リスク 

管理規程」及び「デリバティブ取引

規程」に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点ま 

での期間において、ヘッジ対象の相 

場変動又はキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎にし

て評価しております。 

────── 

  

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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【会計処理方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益への影響はありません。 

────── 

  

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(貸借対照表） 

 １．前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示

しておりました「未収入金」は、当事業年度におい

て、資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記して

おります。 

     なお、前事業年度末の「未収入金」は597百万円であ

ります。  

 ２．前事業年度まで区分掲記しておりました「前受収

益」は金額的重要性が乏しいため、当事業年度から流

動負債の「その他」に含めて表示しております。 

   なお、当事業年度の流動負債の「その他」に含まれ

ている「前受収益」は１百万円であります。  

(損益計算書） 

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示

しておりました「売買目的有価証券運用損」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しており

ます。 

なお、前事業年度における「売買目的有価証券運用

損」の金額は61百万円であります。 

──────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１．当事業年度において、国庫補助金の受入れにより、

建物について０百万円の圧縮記帳を行いました。 

    なお、有形固定資産に係る国庫補助金の受入れに

よる圧縮記帳累計額は、建物95百万円、機械及び装

置０百万円、工具、器具及び備品０百万円、計96百

万円であります。 

※１．有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮

記帳累計額は、建物 百万円、機械及び装置０百万

円、工具、器具及び備品０百万円、計 百万円であ

ります。 

95

96

※２．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するもののうち、主なものは次のとおり

であります。 

※２．関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するもののうち、主なものは次のとおり

であります。 

受取手形 百万円74

売掛金 百万円4,924

買掛金 百万円390

受取手形 百万円9

売掛金 百万円6,782

買掛金 百万円1,070

※３．このうち破産更生債権等６百万円を含んでおりま

す。 

※３．このうち破産更生債権等０百万円を含んでおりま

す。 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

売上高 百万円16,118

受取配当金 百万円553

売上高 百万円17,041

受取配当金 百万円314

※２．他勘定振替高の主なものは、次のとおりでありま

す。 

※２．他勘定振替高の主なものは、次のとおりでありま

す。 

建設仮勘定へ振替 百万円193

販売費及び一般管理費へ振替 百万円120

特別損失（期首棚卸資産評価

損） 

百万円135

建設仮勘定へ振替 百万円322

販売費及び一般管理費へ振替 百万円198

      

※３．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、売上原価にたな卸資産評価損が503百万

円含まれております。 

※３．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、たな卸資産評価損の洗替えによる戻入額

百万円が売上原価に含まれております。 10

※４．研究開発費の総額は、3,321百万円であります。 ※４．研究開発費の総額は、 百万円であります。 2,670

※５．工具器具及び備品の売却益０百万円ほかでありま

す。 

※５．工具器具及び備品の売却益２百万円ほかでありま

す。 

※６．建物の除却損12百万円、機械及び装置の除却損30百

万円ほかであります。 

※６．機械及び装置の除却損 百万円、工具器具及び備品

の除却損５百万円ほかであります。 

39

※７．車輌運搬具の売却損０百万円ほかであります。 ※７．工具器具及び備品の売却損６百万円ほかでありま

す。 
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前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加3,113,619株は、市場買付による増加3,095,900株及び単元未満株式の買取

りによる増加17,719株であります。 

  

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加4,761株は、単元未満株式の買取りによる増加4,761株であります。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式         

自己株式 (注)  2,963,883  3,113,619  －  6,077,502

合計  2,963,883  3,113,619  －  6,077,502

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式         

自己株式 (注)  6,077,502  4,761  －  6,082,263

合計  6,077,502  4,761  －  6,082,263
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

当事業年度において、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によって資産計上されているリース資産は

ありません。 

  

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（2）未経過リース料期末残高相当額 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

  
車両運搬
具 
（百万円） 

工具、器
具及び備
品 
（百万円） 

無形固定
資産 
(ソフト
ウエア） 
（百万円）

合計
（百万円）

取得価額
相当額  17  98  15  131

減価償却
累計額相
当額 

 13  41  13  68

期末残高
相当額  3  56  1  62

１年以内 百万円25

１年超 百万円36

合計 百万円62

支払リース料 百万円29

減価償却費相当額 百万円29

ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

同左  

  

  

  

同左  

  

  

  

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

同左 

  

  

（2）未経過リース料期末残高相当額 

同左 

  

  

  

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  
車両運搬
具 
（百万円）

工具、器
具及び備
品 
（百万円） 

無形固定
資産 
(ソフト
ウエア） 
（百万円） 

合計
（百万円）

取得価額
相当額  15  95  3  114

減価償却
累計額相
当額 

 14  60  3  78

期末残高
相当額  1  34  0  36

１年以内 百万円18

１年超 百万円17

合計 百万円36

支払リース料 百万円25

減価償却費相当額 百万円25
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前事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。  

  

当事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式17,646百万円、関係会社株式2,500百万円）は市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

 （追加情報） 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商

品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しておりま

す。 

  

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

        

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産   

たな卸資産評価損 百万円151

賞与引当金 百万円527

製品保証引当金 百万円250

役員退職金にかかる未払金 百万円527

退職給付費用 百万円1,350

関係会社株式及び出資金評価損 百万円657

繰越欠損金 百万円281

その他 百万円694

繰延税金資産小計 百万円4,440

評価性引当額   百万円△608

繰延税金資産合計 百万円3,831

繰延税金負債   

未収還付事業税 百万円△135

退職給付信託設定益 百万円△766

その他有価証券評価差額金 百万円△5,437

繰延税金負債合計 百万円△6,339

繰延税金資産の純額 百万円△2,507

繰延税金資産   

たな卸資産評価損 百万円258

賞与引当金 百万円462

製品保証引当金 百万円222

役員退職金にかかる未払金 百万円506

退職給付費用 百万円1,576

関係会社株式及び出資金評価損 百万円657

未払事業税 百万円48

その他 百万円627

繰延税金資産小計 百万円4,361

評価性引当額  百万円△598

繰延税金資産合計  百万円3,762

繰延税金負債 

退職給付信託設定益 百万円△766

その他有価証券評価差額金 百万円△9,419

繰延税金負債合計 百万円△10,185

繰延税金資産の純額 百万円△6,423

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 %40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

 2.9

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

 △41.7

住民税均等割  2.9

評価性引当額の増減  82.6

過年度法人税等取崩等  △61.1

その他  1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 %27.8

法定実効税率 %40.7

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

 1.0

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

 △19.3

住民税均等割  1.3

評価性引当額の増減  △0.6

試験研究費等の法人税額特別控除   △3.7

その他  △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 %18.2
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

      前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

       該当事項はありません。 

  

      当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

       該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

１株当たり純資産額 855円33銭

１株当たり当期純利益金額 ３円93銭

１株当たり純資産額 円 銭889 11

１株当たり当期純利益金額 円 銭10 34

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

  
前事業年度

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当期純利益（百万円）  531  1,381

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  531  1,381

期中平均株式数（株）  135,188,471  133,548,343

（重要な後発事象）
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【株式】 

    

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円） 

有価証券 

売買目

的有価

証券 

 ㈱小松製作所  200,000  392

 トヨタ自動車㈱  65,300  244

 ㈱東芝  489,000  236

 東レ㈱  380,000  207

 その他３銘柄  119,000  145

小計  1,253,300  1,225

投資有価証

券 

その他

有価証

券 

ＫＤＤＩ㈱  24,917  11,881

キヤノン㈱  2,004,150  8,116

オリンパス㈱  1,029,025  2,943

㈱ニコン  1,421,289  2,905

スタンレー電気㈱  932,729  1,591

㈱リコー  880,245  1,199

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ  2,414,290  1,132

㈱小松製作所  549,000  1,042

大日本印刷㈱  731,000  888

オムロン㈱  400,000  818

日本精工㈱  1,162,000  800

㈱りそなホールディングス  711,787  793

ＨＯＹＡ㈱  330,700  791

ニッセイ同和損害保険㈱  1,014,510  460

リコーリース㈱  188,000  399

ローム㈱  51,700  333

シャープ㈱  293,680  318

㈱経営共創基盤  6,000  300

㈱アルバック  127,700  297

㈱ワコム電創  3,195  290

プラスセイコー㈱  311,000  282

Energetiq Technology, Inc.  563,910  279

㈱九州リースサービス  1,000,000  255

大日本スクリーン製造㈱  596,000  252

その他39銘柄  2,046,158  1,535

小計  18,792,985  39,910

計  20,046,285  41,135
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【債券】 

  

銘柄 券面総額
貸借対照表計上額

（百万円） 

有価証券 

その他

有価証

券 

オーストリア国債 US$   千 4,000  378

Deutsche Bank AG Sydney債 AU$      千 4,000  340

欧州投資銀行債 US$      千 3,000  283

円債（１銘柄）     百万円 100  100

その他豪ドル債（２銘柄） AU$   千 4,000  341

小計 

百万円 

US$   千 

AU$      千 

100

7,000

8,000

 1,444

投資有価証

券 

その他

有価証

券 

豪ドル債（３銘柄） AU$      千 6,000  478

小計 AU$    千 6,000  478

計 

百万円 

US$   千 

 AU$     千 

100

7,000

14,000

 1,922
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【その他】 

  

種類及び銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上額

（百万円） 

有価証券 

  

売買目

的有価

証券 

（投資信託受益証券）     

証券投資信託受益証券（３銘柄）  24,023  136

小計  24,023  136

その他

有価証

券 

（投資信託受益証券）     

ダイワＭＭＦ  280,755  2,807

野村ＣＲＦ  100,261  1,002

小計  381,016  3,810

投資有価証

券 

その他

有価証

券 

（不動産投資信託証券）     

不動産投資信託証券（４銘柄）  1,335  442

小計  1,335  442

投資事業

有限責任

組合及び

それに類

する組合

への出資 

NVCC６号投資事業有限責任組合  5  388

その他６銘柄  8  407

小計  13  795

計  406,387  5,185
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 （注）１．当期増減額のうち主なものは次のとおりです。 

２．長期前払費用の償却の方法 

長期前払費用は効果のおよぶ期間により均等償却を実施しております。  

  

  

  

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」のうち16百万円は一般債権の洗替額であり、0百万円は債権の回収

による取崩額であります。 

２．製品保証引当金の「当期減少額（その他）」のうち63百万円は過去の実績率による洗替額であり、0百万円

は個別案件に対する見積額の見直しによる戻入額であります。 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産               

建物  21,433  66  14  21,485  10,555  955  10,929

構築物  1,028  8  1  1,035  670  47  364

機械及び装置  12,487  344  431  12,399  9,919  1,035  2,480

車両運搬具  49  －  －  49  41  5  7

工具、器具及び備品  6,808  678  169  7,317  5,955  778  1,362

土地  4,858  －  －  4,858  －  －  4,858

建設仮勘定  460  728  1,097  91  －  －  91

有形固定資産計  47,126  1,826  1,715  47,236  27,142  2,822  20,093

無形固定資産               

特許権  845  －  5  839  813  74  26

借地権  39  －  －  39  －  －  39

ソフトウエア  2,944  133  34  3,043  2,548  511  494

ソフトウエア仮勘定  62  70  133  －  －  －  －

その他  26  －  0  26  9  0  17

無形固定資産計  3,918  203  173  3,949  3,370  586  578

長期前払費用  199  1  144  56  18  3  37

資産の種類 増減区分 事業所 設備の内容 金額(百万円）

機械及び装置 増加額 播磨事業所 製造設備 307

工具、器具及び備品 増加額 御殿場事業所 製造設備 369

工具、器具及び備品 増加額 播磨事業所  製造設備  213

機械及び装置 減少額  播磨事業所  製造設備  390

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  154  17  33  16  122

賞与引当金  1,297  1,137  1,297  －  1,137

製品保証引当金  614  114  117  63  547

受注損失引当金  54  43  54  －  43
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① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

  

(ロ）受取手形 

(ⅰ）相手先別内訳 

  

(ⅱ）期日別内訳 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（百万円） 

現金  3

預金   

当座預金  460

普通預金  4,591

定期預金  6,970

外貨預金  1,104

小計  13,126

合計  13,130

相手先 金額（百万円） 

大日本スクリーン製造㈱  650

㈱ブイ・テクノロジー  265

㈱大日本科研  140

㈱アドテックエンジニアリング  115

凸版印刷㈱  65

その他  573

合計  1,810

満期日 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計

金額（百万円）  294  498  537  302  177  1,810
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(ハ）売掛金 

(ⅰ）相手先別内訳 

  

(ⅱ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１．回収率及び滞留日数の算出方法は次のとおりであります。 

２．上記金額には関係会社分を含んでおります。 

３．消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記発生高には消費税等が含まれております。 

  

(ニ）たな卸資産 

  

相手先 金額（百万円） 

USHIO KOREA,INC.  1,748

USHIO HONG KONG LTD.  1,370

日本精工㈱  866

USHIO TAIWAN,INC.  675

キヤノン㈱  648

その他  10,840

合計  16,149

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高
（百万円） 

期末残高
（百万円） 

回収率（％） 滞留日数（日）

 14,787  40,073  38,711  16,149  70.6  141

回収率 ＝ 
当期回収高 

× 100
    

前期繰越高＋当期発生高     

    
（前期繰越高＋期末残高) ×

１     

滞留日数 ＝ 
２

×365日
当期発生高 

部門別 
商品及び製品
（百万円） 

仕掛品
（百万円） 

原材料及び貯蔵品 
（百万円） 

合計（百万円）

管球  1,752  871  949  3,573

光学装置  508  2,525  151  3,185

その他   －  －  27  27

合計  2,261  3,396  1,129  6,786
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② 固定資産 

 関係会社株式 

  

③ 流動負債 

 買掛金 

  

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（百万円） 

USHIO AMERICA,INC.  9,998

ウシオライティング㈱  3,108

ギガフォトン㈱  2,500

USHIO INTERNATIONAL B.V.  2,318

USHIO EUROPE B.V.  561

その他  1,267

合計  19,754

相手先 金額（百万円） 

りそな決済サービス㈱  1,914

USHIO HONG KONG LTD.  667

信越石英㈱  193

USHIO PHILIPPINES,INC.  173

 ㈱アライドマテリアル  168

その他  2,675

合計  5,793

（３）【その他】
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 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを

受ける権利以外の権利を有しておりません。 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 株 100

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店 

  

株主名簿管理人 

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 

  

取次所 ― 

買取手数料  なし  

公告掲載方法 

電子公告により行なう。ただし、電子公告によることができない事故その

他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行なう。 

公告掲載URL 

http://www.ushio.co.jp/kokoku 

株主に対する特典 なし 
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 当社は、親会社等はありません。 

  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

 事業年度（第46期）（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）平成21年６月26日関東財務局長に提出 

  

(2）内部統制報告書及びその添付書類 

 平成21年６月26日関東財務局長に提出  

  

(3）四半期報告書及び確認書  

 （第47期第１四半期）（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）平成21年８月６日関東財務局長に提出 

 （第47期第２四半期）（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）平成21年11月12日関東財務局長に提出 

 （第47期第３四半期）（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）平成22年２月10日関東財務局長に提出 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成21年６月26日

ウシオ電機株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 道夫  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 田中 宏和  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるウシオ電機株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について
監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウシ
オ電機株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ウシオ電機株式会社の平成21

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が
ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、ウシオ電機株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

  

 上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。 

 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

    平成22年６月29日

ウシオ電機株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 吉田 高志  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 北本佳永子  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるウシオ電機株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について
監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウシ
オ電機株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ウシオ電機株式会社の平成22

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が
ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、ウシオ電機株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務
報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

  

 上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。 

 連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成21年６月26日

ウシオ電機株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渋谷 道夫  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士 田中 宏和  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるウシオ電機株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウシオ電

機株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管している。 

 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

    平成22年６月29日

ウシオ電機株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 吉田 高志  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士 狩野 茂行  印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員   公認会計士 北本佳永子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるウシオ電機株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ウシオ電

機株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管している。 

 財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月29日 

【会社名】 ウシオ電機株式会社 

【英訳名】 USHIO INC. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 菅田 史朗 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役   大島 誠司 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町二丁目６番１号  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 当社取締役社長菅田史朗並びに取締役大島誠司は、当社並びに連結子会社42社及び持分法適用会社４社（以下「当

社グループ」）の財務報告に係る内部統制を整備及び運用する責任を有しており、「財務報告に係る内部統制の評価

及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企業

会計審議会 平成19年２月15日）に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して内部統制を整備及び運用し、当

社グループの財務報告における記載内容の適正性を担保するとともに、その信頼性を確保しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全に防止又は発見することができない可能性があります。 

  

 当社取締役社長菅田史朗並びに取締役大島誠司は、平成22年３月31日を基準日とし、一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、当社グループの財務報告に係る内部統制の評価を実施いたしまし

た。 

 評価の範囲は、当社グループについて、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を評価の対

象といたしました。 

 財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（以下「全社的な内部統制」）及び決算・財務報告に係る業務プロセ

スのうち、全社的な観点で評価することが適切と考えられるものについては、僅少な事業拠点を除くすべての事業拠

点（計16拠点）について評価の対象とし、評価対象となる内部統制全体を適切に理解及び分析した上で、関係者への

質問、記録の検証等の手続を実施することにより、内部統制の整備及び運用状況並びにその状況が業務プロセスに係

る内部統制に及ぼす影響の程度を評価いたしました。 

 また、業務プロセスについては、財務報告に対する金額的及び質的影響の重要性を考慮し、上記の全社的な内部統

制の評価結果を踏まえ、連結売上高を指標に、その概ね２／３程度の割合に達している６事業拠点を「重要な事業拠

点」として選定し、それらの事業拠点における、当社グループの事業目的に大きく関わる勘定科目、すなわち「売上

高」「売掛金」「棚卸資産」に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点に

かかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴

う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報

告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして個別に評価の対象に追加いたしました。評価の対象とした

業務プロセスについては、それぞれのプロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要

点を選定し、関連文書の閲覧、当該内部統制に関係する適切な担当者への質問、業務の観察、内部統制の実施記録の

検証等の手続を実施することにより、当該統制上の要点の整備及び運用状況を評価いたしました。 

  

 上記の評価の結果、当社取締役社長菅田史朗並びに取締役大島誠司は、平成22年３月31日現在における当社グルー

プの財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしました。 

  

 該当事項はありません。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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この印刷物は、環境に優しい大豆油インキを
使用しています。 
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